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計

300,555

275,541

12,545

41,592

1.営業費用 3,988

令和６年度　久米南町公共下水道事業会計予算実施計画

款 項 目 補 正 予 定 額 備　考

款 項 目 補 正 予 定 額 備　考

3.総係費 1,48834,829 36,317

2.処理場費 1,000

1,500

2.他会計補助金 3,988148,693 152,681

2.営業外収益 3,988250,348 254,336

収　益　的　収　入　及　び　支　出

収入 (単位 ： 千円)

1.公共下水道事業収益 3,988

既 決 予 定 額

295,727

計

299,715

既 決 予 定 額

296,567

271,553

11,045

40,592

支出 (単位 ： 千円)

1.公共下水道事業費用 3,988

1.管渠費
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(単位：千円)

1   業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 6,147

減価償却費 183,861

資産減耗費 1,226

賞与引当金の増減額(△は減少) 458

法定福利費引当金の増減額(△は減少) 95

貸倒引当金の増減額(△は減少) 30

長期前受金戻入額 △ 91,651

受取利息及び受取配当金 △ 1

支払利息 19,385

未収金の増減額(△は増加) 10,907

未払金の増減額(△は減少) △ 13,624

小計 116,833

利息及び配当金の受取額 1

利息の支払額 △ 19,385

業務活動によるキャッシュ・フロー 97,449

2 　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 25,253

国庫補助金による収入 9,090

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 16,163

3 　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債の発行による収入 32,733

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 102,234

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 69,501

　資金増加額 11,785

　資金期首残高 20,099

　資金期末残高 31,884

令和６年度　久米南町公共下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）
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１　総括

当年度は公共下水道事業の地方公営企業法適用初年度のため、前年度及び前年度との比較は「―」とする（以下同様）。

２　給料及び手当の増減額の明細

３　給料及び手当の状況

　（１）　職員１人当たりの給与

給 与 費 明 細 書

職員数 給与費

補正後 0 1 0 3,670 4,020 7,690 1,966 9,656

区　分 法定福利費
(千円)

合　　計
(千円)

備　　考特別職
(人)

一般職
(人)

報　　酬
(千円)

給　　料
(千円)

手　　当
(千円)

計
(千円)

比　較 0 0 0 55 557 612 876 1,488

補正前 0 1 0 3,615 3,463 7,078 1,090 8,168

補正後 482 0 323 0 288 1,976 600 351

補正前 482 0 323 0 288 1,444 600 326

増減事由別内訳(千円) 説　　　　　明 備　　考

給与改定に伴う増減分 55

比　　較 0 0 0 0 0 532 0 25

区　　　　分 行　一　職 備　　　　　　考

平均給料月額(円) 286,200

補正後

昇 給 に 伴 う 増 減 分

そ の 他 の 増 減 分

制度改正に伴う増減分 532 期末・勤勉手当の支給割合が年間0.1ヶ月増

平均給与月額(円) 347,100

平 均 年 齢 ( 歳 ) 35.00

平均給料月額(円) 272,200

平均給与月額(円) 333,100

平 均 年 齢 ( 歳 ) 35.00

補正前

退職手当負担金
(千円)

給　料 55

手　当 557

職員手当
の 内 訳

区　分　 扶養手当
(千円)

住居手当
(千円)

通勤手当
(千円)

管理職手当
(千円)

時間外等勤務手当
(千円)

期末勤勉手当
(千円)

児童手当
(千円)

そ の 他 の 増 減 分 25 退職手当負担金　25千円

区　分 増減額(千円)
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　（２）　初任給

　（３）　級別職員数

　（級別の基準となる職務）

備　　　　　考学歴

補正後

補正前

高校卒

大学卒

高校卒

大学卒

188,000

220,000 220,000

188,000

一 般 会 計 の 制 度

行　　一　　職　　(円)

166,600 166,600

区分 行　　一　　職　　(円)

196,200 196,200

行　　一　　職

級 職員数(人) 構成比(％)

１級

区　　　　分

補正後

２級

３級 1 100.00

４級

５級

６級

計 1 100.00

１級

２級

３級 1 100.00

４級

６級

主　事

技　師

主事補

５級

６級

計 1 100.00

技師補

区　　分
主　事 主　幹 課長補佐

課長代理

１級 ２級 ３級 ４級 ５級

補正前

課　長

技　師 主　任 上席主幹
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　（４）　特殊勤務手当　…　該当なし

　（５）　期末手当・勤勉手当

　（６）　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

　（７）　その他の手当

一般会計の制度 2.250 2.350 4.60 有

６月　(月分) １２月　(月分)

補正後 2.250 2.350 4.60 有

補正前

扶 養 手 当 同

住 居 手 当 同

通 勤 手 当 同

区　　　　　　　　　　分 一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同 差　異　の　内　容

区　　分
２０年勤続の者

(月分)
２５年勤続の者

(月分)
３５年勤続の者

(月分)
最 高 限 度

(月分)
その他の加算措置等 備考

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特別措置

3％～45％加算

一般会計の制度
(支給率等)

24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特別措置

3％～45％加算

2,250 2,250 4.50 有

支 給 期 別 支 給 率
区　　分

支給率計
(月分)

職制上の段階、職務の
級等による加算措置

備　　　考
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(単位：千円)

　　　　資　　　　　産　　　　　の　　　　　部

1 固     定     資     産

(1) 有 形 固 定 資 産

イ 土 地 106,586

ロ 建 物 116,275

減 価 償 却 累 計 額 △ 0 116,275

ハ 構 築 物 4,028,535

減 価 償 却 累 計 額 △ 0 4,028,535

ニ 機 械 及 び 装 置 272,102

減 価 償 却 累 計 額 △ 0 272,102

有 形 固 定 資 産 合 計 4,523,499

(2) 投 資 そ の 他 の 資 産

イ 基 金 10,670

貸 倒 引 当 金 △ 0

投資その他の資産合計 10,670

固  定  資  産  合  計 4,534,169

2  流     動     資     産

(1) 現 金 預 金 20,099

(2) 未 収 金 11,607

貸 倒 引 当 金 △ 0 11,607

流  動  資  産  合  計 31,706

資    産    合    計 4,565,875

令和６年度 久米南町公共下水道事業会計予定開始貸借対照表

(令和６年４月１日)
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　　　　負　　　　　債　　　　　の　　　　　部

3  固     定     負     債

(1) 企 業 債

イ

999,267

固  定  負  債  合  計 999,267

4 流      動      負      債

(1) 企 業 債

イ

102,233

(2) 未 払 金 20,610

流  動  負  債  合  計 122,843

5 繰      延      収      益

(1) 長 期 前 受 金 2,205,819

長期前受金収益化累計額 △ 0

繰  延  収  益  合  計 2,205,819

負    債    合    計 3,327,929

　　　　資　　　　　本　　　　　の　　　　　部

6 資      本      金

(1) 資 本 金 1,187,619

資   本   金   合   計 1,187,619

7 剰      余      金

(1) 資  本  剰  余  金

イ 国 庫 補 助 金 50,327

資 本 剰 余 金 合 計 50,327

剰   余   金   合   計 50,327

資    本    合    計 1,237,946

負  債  資  本  合  計 4,565,875

建設改良費等の財源に充
て る た め の 企 業 債

建設改良費等の財源に充
て る た め の 企 業 債
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(単位：千円)

　　　　資　　　　　産　　　　　の　　　　　部

1 固     定     資     産

(1) 有 形 固 定 資 産

イ 土 地 106,586

ロ 建 物 116,275

減 価 償 却 累 計 額 △ 3,428 112,847

ハ 構 築 物 4,028,535

減 価 償 却 累 計 額 △ 112,265 3,916,271

ニ 機 械 及 び 装 置 296,129

減 価 償 却 累 計 額 △ 68,168 227,961

有 形 固 定 資 産 合 計 4,363,665

(2) 投 資 そ の 他 の 資 産

イ 基 金 10,670

貸 倒 引 当 金 △ 0

投資その他の資産合計 10,670

固  定  資  産  合  計 4,374,335

2  流     動     資     産

(1) 現 金 預 金 31,884

(2) 未 収 金 700

貸 倒 引 当 金 △ 30 670

流  動  資  産  合  計 32,554

資    産    合    計 4,406,889

令和６年度 久米南町公共下水道事業会計予定貸借対照表

(令和７年３月３１日)
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　　　　負　　　　　債　　　　　の　　　　　部

3  固     定     負     債

(1) 企 業 債

イ

949,736

固  定  負  債  合  計 949,736

4 流      動      負      債

(1) 企 業 債

イ

82,263

(2) 未 払 金 6,986

(3) 引 当 金

イ 賞 与 引 当 金 458

ロ 法定福利費引当金 95

引  当  金  合  計 553

流  動  負  債  合  計 89,802

5 繰      延      収      益

(1) 長 期 前 受 金 2,214,316

長期前受金収益化累計額 △ 91,058

繰  延  収  益  合  計 2,123,258

負    債    合    計 3,162,796

　　　　資　　　　　本　　　　　の　　　　　部

6 資      本      金

(1) 資 本 金 1,187,619

資   本   金   合   計 1,187,619

7 剰      余      金

(1) 資  本  剰  余  金

イ 国 庫 補 助 金 50,327

資 本 剰 余 金 合 計 50,327

(1) 利  益  剰  余  金

イ 当年度未処分利益剰余金 6,147

利 益 剰 余 金 合 計 6,147

剰   余   金   合   計 56,474

資    本    合    計 1,244,093

負  債  資  本  合  計 4,406,889

建設改良費等の財源に充
て る た め の 企 業 債

建設改良費等の財源に充
て る た め の 企 業 債
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Ⅰ　重要な会計方針に係る事項に関する注記

　　当年度より、公共下水道事業に地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。

  １　固定資産（償却資産）の減価償却の方法

　 (1)　有形固定資産

　　　　・減価償却の方法

          定額法による。

        ・主な耐用年数

　　      建物 3年

　　      構築物 31年

　　      機械及び装置 4年

　２　引当金の計上方法

   (1)　賞与引当金

　　　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上する。

   (2)　法定福利費引当金

        職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支出見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上

　　　する。

   (3)　貸倒引当金

　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、個別の回収可能性を勘案して、回収不能見込額を計上する。

   (4)  退職給付引当金

　　　　職員の退職手当は、退職手当組合に加入しており、公共下水道事業会計は一般会計を通じて当該組合に掛金を拠出しているが、一般会計との取り決め

　　　により公共下水道事業会計が一般会計に対して負担金を拠出して以降の追加的負担金は全額一般会計において措置することとなっているため、下水道

　　　事業会計においては退職給付引当金を計上していない。

  ３　消費税及び地方消費税の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式による。

　　　　

Ⅱ　予定貸借対照表等に関する注記

　　後年度において一般会計が負担する企業債の償還に関する事項

　　　貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち一般会計が負担すると見込ま

    れる額は５９６，５０４千円である。

Ⅲ　セグメント情報に関する注記

　　久米南町公共下水道事業は、単一のセグメントであるため、記載を省略している。

令和６年度　久米南町公共下水道事業会計に係る注記表
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補　正　予　算　内　訳　書
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11,045 1,500 12,5451.管渠費

令和６年度　久米南町公共下水道事業会計事項別明細書

款　項 目 既決予定額 補正予定額 計
節 備　　　考

　共済組合負担金 8765.法定福利費 876

　一般職普通退職手当及び負担金 25

4.賞与引当金繰入額 44 　賞与引当金繰入額 44

3.総係費

3.手当

1,488 36,31734,829

513 　期末手当 277

　勤勉手当 211

2.給料 55 　給料 55

2.処理場費 40,592 1,000 41,592 21.修繕費 1,000 　浄化センター設備緊急修繕等 1,000

21.修繕費 1,500 　管路施設緊急修繕等 1,500

支出 (単位 ： 千円)

区分 金額
款　項 目 既決予定額 補正予定額 計

節 備　　　考

2.他会計補助金 148,693 3,988 152,681 1.他会計補助金 3,988 　他会計補助金 3,988

　2.営業外収益 250,348 3,988 254,336

収　益　的　収　支　及　び　支　出

収入 (単位 ： 千円)

区分 金額
1.公共下水道事業収益 295,727 3,988 299,715

　1.営業費用

1.公共下水道事業費用 296,567 3,988 300,555

271,553 3,988 275,541
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